
2050年カーボンニュートラルに向けた
ロードマップ 骨子案

令和３（2021）年７月29日
環境森林部気候変動対策課

１ ロードマップの目指すもの
２ ロードマップの全体像
３ 分野ごとの現状と取組の方向性
４ 直近の国の動き
５ 今後のスケジュール
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①温室効果ガス排出量を
早期に削減
→エネルギー消費の抑制（環境負荷の低い
エネルギーへの転換、省エネ、創エネ）

②エネルギーの地域内循
環を実現
→地産地消型再生可能エネルギーの導入拡
大

③脱炭素化の動きを捉え
た県内産業の成長
→製品・技術開発や資源の循環利用の促進

１ ロードマップの目指すもの

頻発・激甚化する
自然災害、熱中症
リスクの増加

エネルギー代金が
域外に流出

全国有数のものづ
くり県

豊かな森林を有す
る全国屈指の木材
生産県

現在の栃木県 目指すべき方向性 効果

気候変動に
よる影響の
最小限化

持
続
可
能
で
力
強
い
経
済
社
会
の
構
築

地域経済の
活性化

災害等への
レジリエン

ス強化

経済と
環境の
好循環
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２ ロードマップの全体像

2030年 2040年 2050年

既存技術のフル活用により削減 革新的技術の実装により大幅削減

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

温室効果
ガス

削減目標

▲50％

（2013
年比）

オール栃木

県内への
波及を促進

エネルギー消費の抑制

地産地消型再生可能
エネルギーの導入拡大

製品・技術開発や
資源の循環利用の促進

脱炭素先行地域の創出

県庁が率先して
大幅削減

牽引
加速化

事業者

県民

行政
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３ 分野ごとの現状と取組の方向性（全体イメージ）

4

CO2排出量 1,946 1,744 973 ≒０

基準比削減率 － ▲10.4 ▲50 ▲97

2013 2018 現状 取組の方向性 達成目標 ・・・ 2025 ・・ 2030 ・・ 2035 ・・ 2040 ・・ 2050

産業 574 533

【全国有数のものづくり県】

○排出割合は電力：化石＝59％：41％

○大半が製造業（4,700事業所）から排出

○５％の大規模排出事業者（214事業所）が全体の81％

を排出

➢大規模排出事業者による削減

・エネルギーの転換

・電力の地産地消化

・高効率機器の導入 etc

➢企業の脱炭素技術開発等の促進

大規模排出

事業者の削

減率

・・

業務 343 257

【○○○○】

○排出割合は電力：化石＝75％：25％

○新築ビルは省エネ基準適合義務化等により順調

○既存ビルの省エネ化は、大規模改修困難から、LED導

入など部分的な進捗状況

➢新築ビルは太陽光を設置し、ZEB化（省

エネ＋創エネ）を促進

➢既存ビルは太陽光を設置し、電力の地産

地消化（創エネ）を促進

➢COOL CHOICEとちぎ県民運動（省エネ

機器への買い換え等）の推進

家庭 316 252

【冬期の日照時間が長い、太陽光発電普及率が高い】

【住宅の木造率が高い】

○排出割合は電力：化石＝70％：30％

○全戸数55万戸のうち太陽光設置は約１割

○新築住宅のZEH（省エネ＋創エネ）率は約２～３割

➢新築住宅のZEH化を促進

➢既存住宅への太陽光設置

➢COOL CHOICEとちぎ県民運動（省エネ

機器への買い換え等）の推進

➢CO2を貯蔵する県産木材の利用促進

住宅への太

陽光設置数

【電力自給率は約８割】

○県内のエネルギー施設の多くは売電目的

○再生可能エネルギーの普及は太陽光中心

○県内に水素の生産拠点はなく、調達コスト割高

○CO2排出係数は減少傾向：0.46kg/kWh

248 266 ○工業プロセス・廃棄物焼却・農地

分野

エ

ネ

ル

ギ

␗

由

来

➢地産地消型再生可能エネルギーの導入拡大

➢CEMS（地域内エネマネ）の導入促進

➢水素の利活用や水力・地熱等を含めた再エネの導入促

進

※国・電力会社主導の取組

➢第6次エネルギー基本計画による主力電源のグリーン

化（再エネ、原発、CCUS付き火力等）

交通 465 436

【全国有数のくるま社会】

○排出割合は化石97％

○電動車の普及割合

・乗用車の電動車割合　16％

・乗合車（バス）、貨物車（トラック等）はごくわずか

○EV急速充電設備159基、水素ST１ヶ所

➢電動車の割合を大幅増

➢バス・トラックは、電動車化に加え、合

成燃料（e-fuel）の活用も検討

➢EV･FCVの充電インフラ整備

➢電動車の蓄電機能を活用したレジリエン

スの強化や、MaaS・CASEと連動した街づ

くり

新車販売に

おける電動

車の割合

EV急速

充電基数

水素ST数

①製造工程の脱炭素化、②食ロス・プラ対策、③低炭素

農業

エネルギー

非エネ由来

具体的な取組例

・○○

・○○

【目標】

○○％

【目指す姿】

○○％

削減技術の実装

具体的な取組例

・○○

・○○

【目標】

○○％

○○基

○○ヶ所

具体的な取組例

・○○

・○○

【目標】 【目指す姿】

○○○

具体的な取組例

・○○

・○○

具体的な取組例

・○○

・○○

【目標】

○○戸

【目指す姿】

○○戸

具体的な取組例

・○○

・○○

【目指す姿】

○○％

○○基

○○ヶ所

具体的な取組例

・○○

・○○

具体的な取組例

・○○

・○○

【目指す姿】

○○○



３ 分野ごとの現状と取組の方向性（産業分野）

【目指す姿】

○○％

具体的な
取組例
・○○
・○○

現状

【全国有数のものづくり県】

○ 排出割合は電力：化石
＝ 59％：41％

○ 大半が製造業（4,700
事業所）から排出

○ 製造業の5％に当たる大
規模排出事業者（214
事業所）が全体の81％
を排出

533万ｔ ○○○ 脱炭素化CO2排出

取組の方向性 達成目標

➢ 大規模排出事業者
による削減

・エネルギーの転換
・電力の地産地消化
・高効率機器の導入

etc

➢ 企業の脱炭素技術
開発等の促進

大規模排
出事業者
の削減率

○○万ｔ

2030 2040 2050

○○万ｔ

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○
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３ 分野ごとの現状と取組の方向性（交通分野）

【目指す姿】

○○％

○○基

○○ヶ所

具体的な
取組例
・○○
・○○

現状

【全国有数のくるま社会】

○ 排出割合は化石97％

○ 電動車の普及割合
・乗用車130万台における

電動車の割合 16％
EV0.2%（３千台）
FCV0.0％（12台）
HV16％（21万台）

・乗合車（バス）５千台
貨物車（トラック等）29万台

→電動車はごくわずか

○ EV急速充電設備は159基、
水素STは１ヶ所

436万ｔ ○○○ 脱炭素化CO2排出

取組の方向性 達成目標

➢電動車の割合を大幅増

➢バス・トラックは、電動
車化に加え、合成燃料
（e-fuel）の活用も検討

➢EV･FCVの充電インフラ
整備

➢電動車の蓄電機能を活用
したレジリエンスの強化
や、MaaS・CASEと連
動した街づくり

新車販売に
おける電動
車の割合

EV急速充
電基数

水素ST数

○○万ｔ

2030 2040 2050

○○万ｔ

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○

6



３ 分野ごとの現状と取組の方向性（業務分野）

【目指す姿】

○○○

具体的な
取組例
・○○
・○○

現状

【○○○○】

○ 排出割合は電力：化石
＝75％：25％

○ 新築ビルは省エネ基準
適合義務化等により順調

○ 既存ビルの省エネ化は、
大規模改修困難から、
LED導入など部分的な
進捗状況

257万ｔ ○○○ 脱炭素化CO2排出

取組の方向性 達成目標

➢ 新築ビルは太陽光を
設置し、ZEB化（省
エネ＋創エネ）を
促進

➢ 既存ビルは太陽光を
設置し、電力の地産
地消化（創エネ）を
促進

➢ COOL CHOICE とち
ぎ県民運動（省エネ
機器への買い換え
等）の推進

○○万ｔ

2030 2040 2050

○○万ｔ

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○
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３ 分野ごとの現状と取組の方向性（家庭分野）

【目指す姿】

○○戸

具体的な
取組例
・○○
・○○

現状

【冬期の日照時間が長い、
太陽光発電普及率が高い】
【住宅の木造率が高い】

○ 排出割合は電力：化石
＝70％：30％

○ 全戸数55万戸のうち、
太陽光設置は約１割

○ 新築住宅のZEH（省エネ
＋創エネ）率は約２～３
割

252万ｔ ○○○ 脱炭素化CO2排出

取組の方向性 達成目標

➢ 新築住宅のZEH化を
促進

➢ 既存住宅への太陽光
設置

➢ COOL CHOICE とち
ぎ県民運動（省エネ
機器への買い換え
等）の推進

➢ CO2を貯蔵する県産
木材の利用促進

住宅への太
陽光設置数

○○万ｔ

2030 2040 2050

○○万ｔ

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○
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３ 分野ごとの現状と取組の方向性（エネルギー分野）

【目指す姿】

○○○

具体的な
取組例
・○○
・○○

現状

【電力自給率は約８割】

○ 県内のエネルギー施設の
多くは売電目的

○ 再生可能エネルギーの普
及は太陽光中心

○ 県内に水素の生産拠点は
なく、調達コストが割高

○ 系統電力は再エネ導入等
によりCO2排出係数は減
少傾向：0.46kg/kWh

0.46kg/kWh ○○○ 脱炭素化
CO2

排出係数

取組の方向性

➢ 地産地消型再生可能エネルギーの
導入拡大

➢ CEMS（地域内エネルギーマネジ
メントシステム）の導入促進

➢ 水素の利活用や水力・地熱等を含
めた再エネの導入促進

※国・電力会社主導の取組
➢ 第6次エネルギー基本計画による

主力電源のグリーン化（再エネ、
原発、CCUS付き火力等）

○kg/kWh

2030 2040 2050

○kg/kWh

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○
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３ 分野ごとの現状と取組の方向性（森林吸収源）

【目指す姿】

吸収した
CO2の

長期貯蔵

吸収量の
減少幅の

緩和

具体的な
取組例
・○○
・○○

現状

【豊かな森林を有する全国屈
指の木材生産県】

○ 森林面積35万ha（県土
面積の54％）

○ 森づくり県民税等の活用
による森林の若返りに取
り組んでいるが、人工林
が高齢化しており、CO2
吸収量は減少傾向

63万ｔ ○○○ ○○○CO2吸収

取組の方向性

➢ 県産材の利用拡大
＝CO2貯蔵

➢ 皆伐・再造林等による若返り
＝CO2吸収

2030 2040 2050

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○

具体的な
取組例
・○○
・○○
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(1) 第６次エネルギー基本計画（素案）の概要【R3.7.21】

４ 直近の国の動き
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2030年におけるエネルギー需給割合



(2) 改正地球温暖化対策計画（案）の概要【R3.7.26】

４ 直近の国の動き
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エネルギー起源二酸化炭素の各部門の排出量の目安

▲ 37 %

▲ 45 %

▲ 50 %

▲ 66 %

▲ 38 %

▲ 43 %

削減割合
（2013年度実績比）



第６次エネルギー基本計画や改正地球温暖化対策計画の

概要案等を踏まえ、県ロードマップの具体的な数値目標、

取組（施策）等について検討を行い、９月13日のとちぎ

カーボンニュートラル実現会議において提示する予定。

国の動きを適宜情報収集し、可能な限り具体性・実効性

のある県ロードマップを策定していく。

５ 今後のスケジュール
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